
手順５ ロット番号

入荷先 自社内 販売先

入荷 販売＞ ＞

コロッ
ケ

２個入
り

消費者

冷凍
コロッケ

植物油
（調理用）

Ｇ産業

Ｋ商事

コロッケ
（フライ済み）

ＱＭ

４５

ｋ４１２３

？

フライ 包装＞

② 記入できないところは「？」を
記入します。

① 原料および製品などにロット番号を
書き込みます。ロット番号の有無の記
載でも可能です。

統合

形状変化

対象 原料 中間品

ロット
番号

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

対象 入荷先と原料 原料と中間品 中間品と製品

対応
づけの
記録

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）
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【チェックの完成】

入荷先 自社内 販売先

入荷 販売＞ ＞

コロッ
ケ

２個入
り

消費者

冷凍
コロッケ

植物油
（調理用）

Ｇ産業

Ｋ商事

コロッケ
（フライ済み）

ＱＭ

４５
ｋ４１２３

？

フライ 包装＞

② (統合)原料と
中間品の対応
づけの記録を
書きます。

③ (形状変化)
中間品と製品の
対応づけの記録
を書きます。

ロット番号がない場合⇒各論のステップ２（小売業編P20-29）を見て、取り組んでみ
ましょう。

対応づけの記録がない場合⇒各論のステップ３（小売業編P30-40）を見て、取り組んで
みましょう。

ロット番号や対応づけの記録がない場合には・・・

① 入荷先と原料の
対応づけの記録
を書きます。

統合
形状変化

対象 原料 中間品

ロット
番号

□すべてある
☑一部ない

（植物油 ）

☑すべてある
□一部ない

（ ）

対象 入荷先と原料 原料と中間品 中間品と製品

対応
づけの
記録

☑すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
☑一部ない

（植物油 ）

☑すべてある
□一部ない

（ ）
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入荷品を加工せずにそのまま販売する場合の「ものの流れ」「情報の流れ」は下図のようになります。

入荷先 自社内 販売先

入荷 販売＞ ＞

ドレッシング
（バラ）

消費者
ドレッシング

（箱）
Ｐ商社

0824
0824

荷ほどき・陳列

① 入荷先と入荷品
の対応づけの記
録を書きます。

② 入荷品を荷ほどきしてバラで販売するため、対
応付けの必要ありません。
※ 下図のように「×」とします

【小売業】 インストア加工がない場合

ロット番号や対応づけの記録がない場合には・・・

対象 原料 中間品

ロット
番号

☑すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

対象 入荷先と原料 原料と中間品 中間品と製品

対応
づけの
記録

☑すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）
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ロット番号がない場合⇒各論のステップ２（小売業編P20-29）を見て、取り組んでみ
ましょう。

対応づけの記録がない場合⇒各論のステップ３（小売業編P30-40）を見て、取り組んで
みましょう。



実際に「ものの流れに着目したチェック」をやってみましょう！

入荷先 自社内 出荷先

入荷 ＞ ＞ 出荷

※各業種により一部記入項目等が異なりますが、適宜加工して活用願います。

対象 原料 中間品 製品

ロット
番号

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

□ある
□ない

（ ）

対象 入荷先と原料 原料と中間品 中間品と製品 製品と出荷先

対応
づけの
記録

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

□すべてある
□一部ない

（ ）

□ある
□ない

（ ）
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※農林水産省「平成26年度食品トレーサビリティ促進委託事業」における「実
践的なマニュアル」各論 漁業編、外食・中食業編の作成にあわせ、当該検
討会および分科会において改訂しました。
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